
別紙様式第 21号 

平成28年12月27日 

 

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 

会 長   白川 真    殿 

 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

 取締役社長  鈴木郁也        ㊞ 

 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規

則第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

(1)資本金の額（平成28年11月30日現在） 

資本金の額   ：3億円 

発行可能株式総数：12,000株 

発行済株式総数 ：3,000株 

最近5年間における資本金の額の増減：該当事項はありません。 

(2)委託会社の機構 

 ①会社の意思決定機構 

会社に取締役3名以上、監査役2名以内をおきます。取締役及び監査役は、株主総会において選任され、又

は解任されます。 

取締役及び監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行い、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとします。 

また、取締役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行い、監査役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決

権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行います。 

取締役の任期は、選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで

とします。 

監査役の任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで

とします。 

取締役会は、その決議をもって、取締役の中から、代表取締役若干名を選定します。また、代表取締役の中

から社長1名を選定し、必要あるときは、取締役の中から、会長１名及び副社長、専務取締役、常務取締役



若干名を選定することができます。 

取締役会は、社長が招集し、議長となります。 

社長にさしつかえあるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順位にしたがい、ほかの取締役がその職

務を代行します。 

取締役会を招集するには、各取締役及び各監査役に対して会日の3日前までに招集通知を発します。ただし、

緊急の必要あるときは、この期間を短縮することができ、取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招

集の手続を経ずに取締役会を開催することができます。 

取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半

数をもって行います。 

 ②投資運用の意思決定機構 

［PLAN（計画）］ 

運用企画部担当役員を委員長とする運用委員会において、ファンドの運用の基本方針や運用ガイドライン

などを決定します。運用委員会で決定された運用の基本方針等に基づき、各運用部において、ファンドマ

ネジャーが資産配分や個別資産の運用に係る運用計画を月次で策定し、部長が承認します。 

［DO（実行）］ 

各運用部のファンドマネジャーは、運用計画に沿った運用の実行指図を通じてポートフォリオを構築し、

ファンドの運用状況を管理します。 

各運用部の部長は、ファンドの運用が運用計画に沿って行われていることを確認します。 

売買発注の執行は、各運用部からの運用の実行指図に基づき、各運用部から独立したトレーディング部の

トレーダーが行います。 

［CHECK（検証・評価）］ 

運用企画部は、運用部門において各運用部から独立した立場で、毎月開催される運用委員会（委員長は運

用企画部担当役員）に運用パフォーマンスに係るモニタリング状況を報告します。 

このモニタリング状況や討議内容は、各運用部の部長（委員会の構成員）からファンドマネジャーに速や

かにフィードバックされ、ファンドの運用に反映させています。 

また、運用に関するリスク管理と法令等遵守状況のモニタリングについては、運用部門から独立したコン

プライアンス・リスク統括部が担当します。このモニタリング結果は、毎月開催される運用リスク管理委

員会（委員長はコンプライアンス・リスク統括部担当役員）及び経営会議（議長は社長）に報告されます。 

こうした牽制態勢のもと、PLAN－DO－CHECKのPDCサイクルによる一貫した運用プロセスにより、

適切な運用体制を維持するよう努めています。 

さらに、内部監査部は、業務執行に係る内部管理態勢の適切性・有効性を独立した立場から検証・評価し

ます。この監査結果等を取締役会に報告するとともに、指摘事項の是正・改善状況の事後点検を行います。 

 

委託会社の機構は平成28年 11月 30日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

 



２．事業の内容及び営業の概況 

 

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を行う

とともに金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。また、金

融商品取引法に定める投資助言業務等の関連する業務を行っています。 

平成28年 11月30日現在、委託会社が運用の指図を行っている証券投資信託（マザーファンドを除きます。）

は次の通りです。 

 本数（本） 純資産総額（百万円） 

追加型株式投資信託 471 8,722,226 

追加型公社債投資信託 0 0 

単位型株式投資信託 42 193,545 

単位型公社債投資信託 0 0 

合計 513 8,915,771 



３．委託会社等の経理状況 

 

(1)  委託者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社（以下「委託者」という。）の財務

諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財

務諸表等規則」という。）並びに同規則第 2 条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。 

また、委託者の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内

閣府令」（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。 

なお、財務諸表及び中間財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。  

 

(2)  委託者は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第30期事業年度（自 平成27年4

月1日 至 平成28年3月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受け

ております。 

また、第31期事業年度の中間会計期間（自 平成28年4月1日 至 平成28年9月30日）の中間財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。



【貸借対照表】 

（単位：千円） 

 
前事業年度 

（平成27年3月31日現在） 

当事業年度 

（平成28年3月31日現在） 
資産の部       

流動資産       

現金及び預金          12,314,170   16,534,066  

前払費用  125,306   102,445  

未収委託者報酬  4,518,944   5,528,610  

繰延税金資産  116,728   121,367  

その他  8,789   5,566  

流動資産合計  17,083,939   22,292,056  

固定資産       

有形固定資産              

建物 ※1 57,461  ※1 55,487  

器具備品 ※1 116,879  ※1 90,924  

その他  －  ※1 3,748  

有形固定資産合計  174,341   150,160  

無形固定資産       

ソフトウェア  197,641   215,175  

その他  7,648   5,886  

無形固定資産合計  205,290   221,062  

投資その他の資産       

投資有価証券  60,277   63,797  

長期前払費用  5,425   8,021  

長期貸付金  25,838   22,838  

会員権   25,000   25,000  

繰延税金資産  114,415   123,235  

その他  463   235  

貸倒引当金  △25,838   △22,838  

投資その他の資産合計  205,581   220,289  

固定資産合計  585,213   591,512  

資産合計  17,669,152   22,883,569  

       

       

       
       

       

 



 

（単位：千円） 

 
前事業年度 

（平成27年3月31日現在） 

当事業年度 

（平成28年3月31日現在） 
負債の部       

流動負債       

預り金  13,868   14,543  

未払金  2,578,595   3,057,975  

未払手数料  1,896,826   2,223,498  

その他未払金  681,769   834,477  

未払費用  52,291   64,411  

未払法人税等  924,882   1,445,329  

未払消費税等  354,256   246,748  

賞与引当金  94,769   98,630  

その他  56,222   3,100  

流動負債合計  4,074,887   4,930,740  

固定負債       

資産除去債務  12,707   12,926  

退職給付引当金  342,831   389,941  

その他  －   3,056  

固定負債合計  355,538   405,924  

負債合計  4,430,425   5,336,665  

       

純資産の部       

株主資本       

資本金  300,000   300,000  

資本剰余金       

その他資本剰余金  350,000   350,000  

資本剰余金合計  350,000   350,000  

利益剰余金       

利益準備金  65,500   68,500  

その他利益剰余金       

別途積立金  2,100,000   2,100,000  

繰越利益剰余金  10,419,991   14,729,555  

利益剰余金合計  12,585,491   16,898,055  

株主資本合計  13,235,491   17,548,055  

評価・換算差額等       

その他有価証券評価差額金   3,235   △1,151  

評価・換算差額等合計  3,235   △1,151  

純資産合計  13,238,726   17,546,904  

負債・純資産合計  17,669,152   22,883,569  

 



 

【損益計算書】 

（単位：千円） 

 
前事業年度 当事業年度 

（自  平成26年4月 1日 

至  平成27年3月31日） 

（自  平成27年4月 1日 

至  平成28年3月31日） 

営業収益       

  委託者報酬  28,159,652   32,163,066  

  運用受託報酬  8,732   －  

 営業収益合計  28,168,384   32,163,066  

営業費用       

  支払手数料  12,922,655   14,102,687  

  広告宣伝費  130,384   126,914  

  公告費  880   2,765  

  調査費  5,994,577   6,758,898  

    調査費  279,702   331,886  

    委託調査費  5,712,946   6,425,175  

    図書費  1,928   1,836  

  営業雑経費  1,299,065   1,399,773  

    通信費  17,456   17,552  

    印刷費  330,921   349,902  

    協会費  23,182   26,659  

    諸会費  105   105  

    情報機器関連費  857,009   927,524  

    その他営業雑経費  70,390   78,029  

      営業費用合計  20,347,563   22,391,039  

一般管理費       

  給料  2,185,555   2,123,392  

    役員報酬  89,055   89,280  

    給料・手当  1,839,000   1,759,320  

    賞与  257,499   274,792  

  退職給付費用  71,270   73,742  

  福利費  212,286   222,276  

  交際費  4,491   6,004  

  旅費交通費  55,788   67,392  

  租税公課  42,868   73,989  

  不動産賃借料  130,938   125,339  

  減価償却費  129,285   126,985  

業務委託費 ※1 45,054  ※1 209,510  

  諸経費  167,290   217,580  

      一般管理費合計  3,044,830   3,246,214  

営業利益   4,775,990   6,525,812  



 

 

前事業年度 当事業年度 
（自  平成26年4月 1日 

至  平成27年3月31日） 

（自  平成27年4月 1日 

至  平成28年3月31日） 

営業外収益       

  受取利息  6,802   8,092  

収益分配金  4,617   2,026  

 投資有価証券売却益  1,846   350  

 貸倒引当金戻入  3,000   3,000  

  その他  1,936   5,272  

 営業外収益合計  18,203   18,742  

営業外費用       

長期前払費用償却 ※1 27,866  ※1 27,866  

 支払補償費  7,656   1,893  

 投資有価証券売却損  117   365  

  その他  3,283   14  

 営業外費用合計  38,924   30,139  

経常利益  4,755,269   6,514,415  

特別損失       

  外国税関連費用 ※2 56,222   －  

 特別損失合計  56,222   －  

税引前当期純利益  4,699,047   6,514,415  

法人税、住民税及び事業税  1,667,610   2,183,255  

法人税等調整額  30,739   △11,403  

法人税等合計  1,698,349   2,171,851  

当期純利益  3,000,697   4,342,563  

 

 



【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

 

 株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 62,500 2,100,000 7,452,293 9,614,793 10,264,793 

当期変動額      

剰余金の配当 3,000  △33,000 △30,000 △30,000 

当期純利益   3,000,697 3,000,697 3,000,697 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計 3,000 － 2,967,697 2,970,697 2,970,697 

当期末残高 65,500 2,100,000 10,419,991 12,585,491 13,235,491 

 

 

 

 

 （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 
資本剰余金 

その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高 300,000 350,000 350,000 

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
   

当期変動額合計 － － － 

当期末残高 300,000 350,000 350,000 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 2,715 2,715 10,267,508 

当期変動額    

剰余金の配当   △30,000 

当期純利益   3,000,697 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
520 520 520 

当期変動額合計 520 520 2,971,217 

当期末残高 3,235 3,235 13,238,726 



 

当事業年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日） 

 

 株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 65,500 2,100,000 10,419,991 12,585,491 13,235,491 

当期変動額      

剰余金の配当 3,000  △33,000 △30,000 △30,000 

当期純利益   4,342,563 4,342,563 4,342,563 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計 3,000 － 4,309,563 4,312,563 4,312,563 

当期末残高 68,500 2,100,000 14,729,555 16,898,055 17,548,055 

 

 

 

 （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 
資本剰余金 

その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高 300,000 350,000 350,000 

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
   

当期変動額合計 － － － 

当期末残高 300,000 350,000 350,000 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 3,235 3,235 13,238,726 

当期変動額    

剰余金の配当   △30,000 

当期純利益   4,342,563 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
△4,386 △4,386 △4,386 

当期変動額合計 △4,386 △4,386 4,308,177 

当期末残高 △1,151 △1,151 17,546,904 



【重要な会計方針】 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法によっております。 

（2）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、原則として社内における利用可能期間（5年）に基づいて償却して

おります。 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度の負担額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職に伴う退職金の支給に備えるため、当事業年度末における簡便法による退職給付債務の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

【会計方針の変更】 

(企業結合に関する会計基準等の適用) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業

年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度期首以

後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度

の財務諸表に反映させる方法に変更しております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に

定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。 



なお、これによる損益及び１株当たり情報に与える影響はありません。 

 

【未適用の会計基準等】 

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日） 

(1)概要 

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する

監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積もる枠組みを基本

的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。 

①(分類１)から(分類５)に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い 

②(分類２)及び(分類３)に係る分類の要件 

③(分類２)に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い 

④(分類３)に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い 

⑤(分類４)に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い 

(2)適用予定日 

  平成29年３月期の期首より適用予定であります。 

(3)当該会計基準等の適用による影響 

  影響額は、当財務諸表作成時において評価中であります。 

 

【表示方法の変更】 

(損益計算書関係) 

前事業年度において、「一般管理費」の「諸経費」に含めていた「業務委託費」は、重要性が増したため、当事業年度より

独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っておりま

す。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「一般管理費」の「諸経費」に表示していた212,345千円は、「業務委託費」

45,054千円、「諸経費」167,290千円として組み替えております。 

 

【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

※1有形固定資産の減価償却累計額 

 前事業年度 

（平成27年3月31日） 

当事業年度 

（平成28年3月31日） 

建    物 45,415 千円 54,302 千円 

器具備品 218,270 〃 263,257 〃 

そ の 他 - 〃 841 〃 

   計 263,685 〃 318,401 〃 

 

 



（損益計算書関係） 

※1関係会社に対するものは次のとおりであります。 

 前事業年度 

（自 平成26年4月1日 

 至 平成27年3月31日） 

当事業年度 

（自 平成27年4月1日 

  至 平成28年3月31日） 

業務委託費 37,614 千円 39,733 千円 

長期前払費用償却 27,866 〃 27,866 〃 

 

 

※2外国税関連費用 

外国税関連費用56,222千円は、中国税務当局等が 平成26年10月31日付に発した「通達79号」に基づき、平成22年

3月23日から平成26年11月16日までのQFII(Qualified Foreign Institutional Investors)口座を通じて取得した中国

A株の譲渡所得に対して税率10％で遡及課税される金額を合理的に計算した当社の負担額であります。中国A株に投資し

ている当社の対象ファンドは「中国A株 SRI マザーファンド」であり、ファンドの当時の受益者に負担を求めることが事

実上不可能であるため、当社等が負担しております。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 

前事業年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

 

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式（株） 3,000 － － 3,000 

 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３.剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成26年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 30,000 10,000 平成26年3月31日 平成26年6月30日 

 

４. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額（千円） 

配当金の 

原資 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成27年6月30日 

定時株主総会 
普通株式 30,000 利益剰余金 10,000 平成27年3月31日 平成27年6月30日 

 

 

 

 

当事業年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日） 

 

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

普通株式（株） 3,000 － － 3,000 



 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３.剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成27年6月30日 

定時株主総会 
普通株式 30,000 10,000 平成27年3月31日 平成27年6月30日 

 

４. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

平成28年6月30日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。 

  

決議 株式の種類 
配当金の 

総額（千円） 

配当金の 

原資 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成28年6月30日 

定時株主総会 
普通株式 30,000 利益剰余金 10,000 平成28年3月31日 平成28年6月30日 

（リ－ス取引関係） 

 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

（金融商品関係） 

 

１. 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金を中心とする安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金については内部留

保を充てております。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

未収委託者報酬については、ファンドという相手方の性質上、信用リスク及び流動性リスクはきわめて低いものと考え

ております。また、投資有価証券は投資信託であり、投資信託については四半期ごとに時価を把握し、保有状況を継続的

に見直しております。 

未払金については、全て1年以内の支払期日であります。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

売上債権の管理については、社内規程を定め、随時確認を行うなどの管理を行っております。なお、未収委託者報酬

については、ファンドという相手方の性質上、信用リスクはきわめて低いものと考えております。 

 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

有価証券投資については、社内ガイドラインにて投資限度額や運用ルール（処分基準）を定めており、投資後も適宜

時価を把握し、保有状況を継続的に見直しております。 

 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要となる資金を検討し、充足する十分な手元流動性を維持するこ

とで、流動性リスクを管理しております。 

 

２. 金融商品の時価に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と

認められるものは、次表には含めておりません（（注2）を参照ください）。  

 

 

 

 



前事業年度（平成27年3月31日）                  （単位:千円） 

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

（1）現金及び預金 12,314,170  12,314,170  － 

（2）未収委託者報酬 4,518,944  4,518,944  － 

（3）投資有価証券 

その他有価証券 
60,274  60,274  

 

－ 

（4）未払金 (2,578,595) (2,578,595) － 

（5）未払法人税等 (924,882) (924,882) － 

（*）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

当事業年度（平成28年3月31日）                  （単位:千円） 

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

（1）現金及び預金 16,534,066  16,534,066  － 

（2）未収委託者報酬 5,528,610  5,528,610  － 

（3）投資有価証券 

その他有価証券 
63,794  63,794  

 

－ 

（4）未払金 (3,057,975) (3,057,975) － 

（5）未払法人税等 (1,445,329) (1,445,329) － 

（*）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注1） 金融商品の時価の算定方法 

 

（1）現金及び預金、並びに（2）未収委託者報酬 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

（3）投資有価証券 

これらの時価について、投資信託は取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

（4）未払金、並びに（5）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 

（単位:千円） 

区分 平成27年3月31日 平成28年3月31日 

非上場株式 3 3 

これについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「③投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 



（注3） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 
 

前事業年度（平成27年3月31日）                      （単位:千円） 

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

現金及び預金 12,314,170 － － － 

未収委託者報酬 4,518,944 － － － 

投資有価証券 

投資信託 
－ 1,576 16,038 － 

 

当事業年度（平成28年3月31日）                      （単位:千円） 

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 

現金及び預金 16,534,066 － － － 

未収委託者報酬 5,528,610 － － － 

投資有価証券 

投資信託 
－ 6,265 17,912 － 

 



（有価証券関係） 

 

１．その他有価証券 

 

前事業年度（平成27年3月31日現在）                 （単位:千円） 

区分 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
   

その他 58,207 53,306 4,901 

小計 58,207 53,306 4,901 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
   

その他 2,066 2,186 △ 120 

小計 2,066 2,186 △ 120 

合計 60,274 55,492 4,781 

 

当事業年度（平成28年3月31日現在）                 （単位:千円） 

区分 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
   

その他 10,329 9,998 330 

小計 10,329 9,998 330 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
   

その他 53,465 55,455 △ 1,989 

小計 53,465 55,455 △ 1,989 

合計 63,794 65,453 △ 1,659 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額3千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

 

２．事業年度中に売却したその他有価証券 

 

前事業年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）  （単位:千円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

34,635 1,846 117 

 

 

当事業年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）  （単位:千円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

20,015 350 365 

 



（デリバティブ取引関係） 

 

該当事項はありません。 

 

 

（退職給付関係） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を、また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用しており

ます。 

 

２．退職給付債務に関する事項                     （単位：千円） 

 前事業年度 

（平成27年3月31日） 

当事業年度 

（平成28年3月31日） 

（1）退職給付債務 342,831 389,941 

（2）退職給付引当金 342,831 389,941 

（注）１．当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．当社の退職給付債務は退職一時金のみです。 

 

３．退職給付費用に関する事項                     （単位：千円） 

 前事業年度 

（平成27年3月31日） 

当事業年度 

（平成28年3月31日） 

（1）退職給付費用 71,270 73,742 

（注）１．当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

２．金額には確定拠出年金への掛金支払額を含んでおり、前事業年度で14,089千円、当事業年度で 

14,434千円であります。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については、記載しておりません。 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前事業年度 
（平成27年3月31日） 

当事業年度 
（平成28年3月31日） 

繰延税金資産   

未払事業税 64,846 千円 86,931 千円 
貸倒引当金繰入限度超過額 8,356 〃 6,993 〃 
賞与引当金損金算入限度超過額 31,368 〃 30,437 〃 
退職給付引当金損金算入限度超過額 110,871 〃 119,400 〃 
外国税関連費用損金不算入額 18,609 〃 － 〃 
その他 5,855 〃 7,674 〃 

繰延税金資産 合計 239,908 〃 251,436 〃 
繰延税金負債     
その他有価証券評価差額金 △1,546 〃 － 〃 
投資有価証券売却益益金不算入額 △7,217 〃 △6,833 〃 

繰延税金負債 合計 △8,763 〃 △6,833 〃 

繰延税金資産の純額 231,144 〃 244,602 〃 

     

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため、注記を

省略しております。 

 

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成 28

年法律第13号）が平成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下

げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

33.06％から、平成28年4月1日に開始する事業年度及び平成29年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時

差異については30.86％に、平成30年4月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.62％と

なります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が 15,263 千円、その他有価証券評価差

額金が27千円、それぞれ減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額の金額が15,236千円増加しております。 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

 

 



（セグメント情報等） 

（セグメント情報） 

 当社は資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 

（関連情報） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  単一の製品・サービスの区分の営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

２． 地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

内国籍投資信託又は本邦顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

 

３． 主要な顧客ごとの情報 

前事業年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

顧客の名称 営業収益 

J-REIT・リサーチ・オープン（毎月決算型） 3,363,914千円 

PIMCO 米国ハイイールド債券 通貨選択型ファンド 

（ブラジル・レアルコース） 
3,178,319千円 

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表は記載しており

ます。 

 

当事業年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日） 

顧客の名称 営業収益 

J-REIT・リサーチ・オープン（毎月決算型） 3,979,867千円 

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表は記載しており

ます。 

 

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

該当事項はありません。 

 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報） 

 該当事項はありません。 

 

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

 該当事項はありません。 

 



（関連当事者情報） 

 
１．関連当事者との取引 
 
財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

 
（ア）財務諸表提出会社の親会社 
    重要性がないため、記載を省略しております。 

 

 

（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

    該当事項はありません。 

 



（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

 
前事業年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日） 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の内容又
は職業 

議決権等 

の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連 
当事者 

との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

兄弟
会社 

三井住友信託 
銀行㈱ 

東京都 
千代田区 

342,037 
信託業務 
及び 

銀行業務 

－ 

営業上の

取引 
役員の 
兼任 

投信販売 
代行手数料等

の支払 
8,852,826 

未払 

手数料 
1,374,578 

投資助言費用 
の支払 

3,428,200 
その他 
未払金 

381,755 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 投信販売代行手数料 

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されております。 

② 投資助言費用 

各助言案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。 

 

 

当事業年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日） 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又は
出資金 
(百万円) 

事業の内容又

は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関連 
当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

兄弟
会社 

三井住友信託 
銀行㈱ 

東京都 
千代田区 

342,037 

信託業務 

及び 
銀行業務 

－ 

営業上の取
引 

役員の 

兼任 

投信販売 
代行手数料等

の支払 
10,100,152 

未払 

手数料 
1,682,049 

投資助言費用 
の支払 

4,834,722 
その他 
未払金 

460,620 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 投信販売代行手数料 

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されております。 

② 投資助言費用 

各助言案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。 

 

 

 

（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

     該当事項はありません。 



２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報 

 
前事業年度（平成27年3月31日） 

三井住友トラスト･ホールディングス株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場） 

 

当事業年度（平成28年3月31日） 

三井住友トラスト･ホールディングス株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場） 



（１株当たり情報） 

 前事業年度 当事業年度 

 （平成27年3月31日） （平成28年3月31日） 

1株当たり純資産額 4,412,908円85銭  5,848,968円06銭  

1株当たり当期純利益金額 1,000,232円56銭  1,447,521円33銭  

(注）１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

 (自  平成26年4月 1日 (自  平成27年4月 1日 

 至  平成27年3月31日） 至  平成28年3月31日） 

     

当期純利益 3,000,697千円  4,342,563千円  

普通株主に帰属しない金額 －  －  

普通株式に係る当期純利益 3,000,697千円  4,342,563千円  

普通株式の期中平均株式数 3,000株  3,000株  

     

 



中間貸借対照表 

（単位：千円） 

 第 31 期中間会計期間末 

（平成 28 年 9 月 30 日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金  18,232,975 

未収委託者報酬  5,229,663 

繰延税金資産  79,566 

その他流動資産  121,642 

流動資産合計  23,663,848 

固定資産   

有形固定資産     

  建物 ※1 51,958 

     器具備品 ※1 91,200 

   その他有形固定資産 ※1 3,289 

     有形固定資産合計  146,448 

   無形固定資産  213,226 

   投資その他の資産   

     投資有価証券  64,884 

     長期貸付金  21,338 

     会員権  25,000 

     その他の投資  7,090 

   繰延税金資産  130,488 

     貸倒引当金  △ 21,338 

     投資その他の資産合計  227,463 

    固定資産合計  587,137 

  資産合計  24,250,986 

   

負債の部   

流動負債   

未払金  2,832,550 

   未払費用  127,589 

   未払法人税等  973,190 

  賞与引当金  98,952 

   その他流動負債 ※2 123,541 

    流動負債合計  4,155,824 

固定負債   

  退職給付引当金  412,240 

   資産除去債務  13,036 

    その他固定負債  2,561 

    固定負債合計  427,838 

  負債合計  4,583,662 

   

   

   

 



（単位：千円） 

 第 31 期中間会計期間末 

 （平成 28 年 9 月 30 日） 

純資産の部   

株主資本   

資本金  300,000 

資本剰余金   

その他資本剰余金  350,000 

資本剰余金合計  350,000 

利益剰余金   

    利益準備金  71,500 

    その他利益剰余金   

     別途積立金  2,100,000 

     繰越利益剰余金  16,849,604 

利益剰余金合計  19,021,104 

株主資本合計  19,671,104 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   △3,780 

  評価・換算差額等合計   △3,780 

 純資産合計  19,667,324 

負債・純資産合計  24,250,986 

   

 

 

中間損益計算書 

（単位：千円） 

     

 

    第 31 期中間会計期間 

            （自  平成 28 年 4月 1日 

              至  平成 28 年 9月 30 日） 

営業収益   

委託者報酬  15,203,419 

営業収益合計  15,203,419 

営業費用  10,414,275 

一般管理費  ※1 1,675,104 

営業利益  3,114,038 

営業外収益 ※2 6,265 

営業外費用  4,736 

経常利益  3,115,567 

税引前中間純利益  3,115,567 

法人税、住民税及び事業税  926,810 

法人税等調整額  35,707 

法人税等合計  962,518 

中間純利益  2,153,049 

   

   



中間株主資本等変動計算書 

第 31 期中間会計期間（自 平成 28 年 4月 1日  至 平成 28 年 9月 30 日） 

 （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 
資本剰余金 

その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高 300,000 350,000 350,000 

当中間期変動額    

剰余金の配当    

中間純利益    

株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
   

当中間期変動額合計 － － － 

当中間期末残高 300,000 350,000 350,000 

 

 株主資本 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 68,500 2,100,000 14,729,555 16,898,055 17,548,055 

当中間期変動額      

剰余金の配当 3,000  △33,000 △30,000 △30,000 

中間純利益   2,153,049 2,153,049 2,153,049 

株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
     

当中間期変動額合計 3,000 － 2,120,049 2,123,049 2,123,049 

当中間期末残高 71,500 2,100,000 16,849,604 19,021,104 19,671,104 

 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 △1,151 △1,151 17,546,904 

当中間期変動額    

剰余金の配当   △30,000 

中間純利益   2,153,049 

株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
△2,629 △2,629 △2,629 

当中間期変動額合計 △2,629 △2,629 2,120,419 

当中間期末残高 △3,780 △3,780 19,667,324 



重要な会計方針 

 

第 31 期中間会計期間 

           （自  平成 28 年 4月 1 日 

             至  平成 28 年 9月 30 日） 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

    有価証券 

       その他有価証券 

           時価のあるもの 

             中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

              （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により 

                算定しております。） 

           時価のないもの 

       移動平均法による原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

      定率法によっております。 

ただし、平成 28 年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、 

定額法を採用しております。 

（2）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年） 

に基づく定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当中間会計期間の負担額を計上してお

ります。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職に伴う退職金の支給に備えるため、当事業年度末における簡便法による退職給付

債務の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しており

ます。 

 

４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

    消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



会計方針の変更 

 

第 31 期中間会計期間 

           （自  平成 28 年 4月 1 日 

             至  平成 28 年 9月 30 日） 

 

      法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務 

上の取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6月 17 日）を当中間会計期間に適用し、平成 

28 年 4 月 1日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額 

    法に変更しております。 

      この結果、当中間会計期間の営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ  

14 千円増加しております。 

 

 

追加情報 

 

第 31 期中間会計期間 

           （自  平成 28 年 4月 1 日 

             至  平成 28 年 9月 30 日） 

 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 26 号 平成 

28 年 3 月 28 日)を当中間会計期間から適用しております。 

 

 

注記事項 

 

（中間貸借対照表関係） 

第 31 期中間会計期間末 

（平成 28 年 9 月 30 日） 

 

※1   有形固定資産の減価償却累計額 

 建    物 58,267 千円  

 器具備品 281,219 千円  

  その他有形固定資産 1,300 千円  

 計 340,787 千円  

 

※2   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他流動負債」に含めて表示し

ております。 

 

 

（中間損益計算書関係） 

第 31 期中間会計期間 

           （自  平成 28 年 4月 1 日 

             至  平成 28 年 9月 30 日） 

 

※1   減価償却実施額 

             有形固定資産 22,496 千円  

             無形固定資産 41,925 千円  

 

※2   営業外収益の主要項目 

             受取利息 3,038 千円  

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

第 31 期中間会計期間（自 平成 28 年 4 月 1日 至 平成 28 年 9月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当中間会計期間増加 当中間会計期間減少 当中間会計期間末 

普通株式 （株） 3,000 － － 3,000 

 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 

総額（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成28年6月30日 

定時株主総会 
普通株式 30,000 10,000 平成28年3月31日 平成28年6月30日 

 

 

（リ－ス取引関係） 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

（金融商品関係） 

第 31 期中間会計期間末（平成 28 年 9 月 30 日） 

  平成 28 年 9 月 30 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれており

ません（（注 2）を参照ください。）。 

（単位:千円） 

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

(1)現金及び預金 18,232,975 18,232,975 － 

(2)未収委託者報酬 5,229,663 5,229,663 － 

(3)投資有価証券 

その他有価証券 

 

64,881 

 

64,881 

 

－ 

(4)未払金 (2,832,550) (2,832,550) － 

(5)未払法人税等 (973,190) (973,190) － 

(*)負債に計上されているものについては、(  )で示しております。 

 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

 

(1)現金及び預金、並びに(2)未収委託者報酬 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

 

(3)投資有価証券 

これらの時価について、投資信託は取引金融機関から提示された価格によっております。 

 

(4)未払金、並びに(5)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

 

(注 2) 非上場株式（貸借対照表計上額 3 千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「（３）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 



（有価証券関係） 

第 31 期中間会計期間末（平成 28 年 9 月 30 日） 

その他有価証券 

（単位:千円） 

区分 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
   

その他 7,754 7,496 258 

小計 7,754 7,496 258 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
   

その他 57,127 62,834 △ 5,707 

小計 57,127 62,834 △ 5,707 

合計 64,881 70,330 △ 5,449 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額 3 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

第 31 期中間会計期間（自 平成 28 年 4 月 1日 至 平成 28 年 9月 30 日） 

  該当事項はありません。 

 

（資産除去債務関係） 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 



（セグメント情報等） 

（セグメント情報） 

第 31 期中間会計期間（自 平成 28 年 4月 1 日 至 平成 28 年 9月 30 日） 

  当社は資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 

（関連情報） 

第 31 期中間会計期間（自 平成 28 年 4月 1 日 至 平成 28 年 9月 30 日） 

１． 製品及びサービスごとの情報 

  単一の製品・サービスの区分の営業収益が中間損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、記載

を省略しております。 

 

２． 地域ごとの情報 

(1) 営業収益 

内国籍投資信託又は本邦顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の 90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超え

るため、記載を省略しております。 

 

３． 主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称 営業収益 

J-REIT・リサーチ・オープン（毎月決算型） 1,855,519 千円 

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客と

して上表は記載しております。 

 

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

第 31 期中間会計期間（自 平成 28 年 4月 1 日 至 平成 28 年 9月 30 日） 

  該当事項はありません。 

 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報） 

第 31 期中間会計期間（自 平成 28 年 4月 1 日 至 平成 28 年 9月 30 日） 

  該当事項はありません。 

 

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

第 31 期中間会計期間（自 平成 28 年 4月 1 日 至 平成 28 年 9月 30 日） 

  該当事項はありません。 

 

 

 



（１株当たり情報） 

第 31 期中間会計期間 

           （自  平成 28 年 4月 1 日 

             至  平成 28 年 9月 30 日） 

 

   1 株当たり純資産額 6,555,774 円 71 銭  

   

   1 株当たり中間純利益 717,683 円 22 銭  

 

  なお、潜在株式調整後 1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在していない 

  ため記載しておりません。 

 

  （注）1株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 第 31 期中間会計期間 

（自 平成 28 年 4月 1 日 

至 平成 28 年 9 月 30 日） 

中間純利益 2,153,049 千円 

普通株式に係る中間純利益 2,153,049 千円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式の期中平均株式数 3,000 株 

 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。



独立監査人の監査報告書 
 

平成 28 年６月３日 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 白川 芳樹      印 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 竹内 知明     印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社

等の経理状況」に掲げられている三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成27年４月

１日から平成28年３月31日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。

監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

 

以 上 

                                                                                            

※１．上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。



 

独立監査人の中間監査報告書 
 

平成28年12月5日 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 白川 芳樹      印 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 竹内 知明     印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられている三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月

31日までの第31期事業年度の中間会計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記に

ついて中間監査を行った。 

 

中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸

表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して

中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の

表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監

査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査

手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するため

に、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討

することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成28年９月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する中間会計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 



 

 

                                                                                            

※１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。 

 

 

公開日    平成 28年 12月27日 

作成基準日  平成 28年 12月 5日 

 

本店所在地  東京都港区芝三丁目３３番１号 

お問い合わせ先   経営企画部 


